
福岡市認可外保育施設児童支援事業 

（「児童健康管理支援事業」及び「職員健康管理支援事業」）のご案内 
                                                         令和６年３月作成 

 
１ 認可外保育施設児童支援事業の概要 
   認可外保育施設に入所している児童の健康管理を支援するため、施設に対して、児  

童及び職員の健康管理等に要する費用を助成します。 
 
２ 事業の対象施設 

｢児童健康管理支援事業」及び｢職員健康管理支援事業」の対象施設は、次の要件を全

て満たす認可外保育施設です。（企業主導型保育事業所は、対象外です。） 
①申請日現在において市内に居住している乳幼児を１人以上保育している施設。 
②３か月以上継続して保育業務を行っている施設。 
③１年以上継続した運営が見込まれる施設。 

④福岡市以外の法人その他の団体から、本事業と同種の補助を受けていない施設。 
 
３ 助成の対象者 
  （１）「児童健康管理支援事業」の対象児童 

 次の要件を全て満たす乳幼児です。 
 ①市内に居住している乳幼児 
 ②継続する１ケ月以上の契約によって、入所している乳幼児 

    
（２）「職員健康管理支援事業」の対象職員 

     保育業務又は調理業務等に従事している常勤職員を対象とします。 
          ※常勤職員とは、１日６時間以上かつ月２０日以上勤務する職員です。 
 
４ 補助対象経費及び補助額 

① 実際の検査等に要した額と補助基準額のいずれか低廉な額を上限として補助を 

行います。（※補助額は、申請額の範囲内で実際に要した費用になります。） 
   ② 補助額は消費税を含み、１，０００円未満の端数は切り捨てます。 
 
  （１）「児童健康管理支援事業」 

・嘱託医の設置費用 
（概ね半年に１回とした年２回、児童の健康診断の実施及び施設への指導助言等

の 内容を含んだ契約を、嘱託医と締結し、健康診断を実施して下さい。契約

内容については、同封の委託契約書を参考にして下さい。） 
※注：嘱託医の設置費用は、児童の健康診断が１回しか実施されなかった場合       

は２分の１の額の交付、児童の健康診断を実施されなかった場合は補助金       

の交付ができません。    
                      （別表１） 
  対象児童数（人）  基準額（円）  

    １～５ 50，000 

    ６～２０ 100，000 
   ２１～４０ 120，000 
   ４１～６０ 140，000 
   ６１～ 160，000 

      ※当初申請時における児童数を基準とする 

 

 



・ 歯科健康診査費用 

                          （別表２） 

検 査 項 目 基 準 額 

歯科健康診査 １施設当たり １８，０８０円 

※ １施設当たり年１回に限る 
 

・尿検査費用（４歳以上の児童） 
                           （別表３） 

 検 査 項 目       基 準 額  
尿 検 査 対象児童１人当たり  ６００円 

      ※児童１人当たり年１回に限る 
 
  （２）「職員健康管理支援事業」 

・職員健康診断費用（保育業務又は調理業務等の常勤職員について年１回） 
       注：健康診断では、胸部エックス線検査を検査項目に入れるようお願い 

します。 

・検便費用（調理員について月１回の年１２回分） 
（調理員以外の職員については前期１回・後期１回の年２回分） 

注：検査項目は赤痢菌・サルモネラ菌・病原性大腸菌等です。 
                              （別表４） 
 検 査 項 目          基 準 額  

職員健康診断   対象職員１人当たり   ７，０００円 
検    便 １．調理員 

  対象職員１人当たり  １８，０００円 

  （年間１２回 月１回につき１，５００円） 

☆ただし、対象職員は次の人数を上限とする。 

 対象児童数 対象職員数  
４ ５ 人 以 下 １人 
46人～150人 ２人 
1 5 1 人 以 上 ３人 

※当初申請時における児童数を基準とする 

２．調理員以外の職員 
  対象職員１人当たり   ３，０００円 

（年２回 １回につき１，５００円） 

 
５ 交付申請書の申請期間と申請書の提出 
   （１）申請期間及び補助対象期間   
    ①申請期間（前期）：４月１日～４月３０日  
      ４月１日～４月３０日迄に交付申請をした施設は、事業実施年度の４月１日 
      から３月３１日までの１年間の費用を補助の対象とします。 

 

    ②申請期間（後期）：５月１日～９月３０日 
      ５月１日～９月３０日の間に交付申請をした施設は、事業実施年度の１０月 
      １日から３月３１日までの半年間の費用を補助の対象とします。 

 
  （２）申請書類 
     別紙、交付申請依頼文、参照。 



６ 補助金交付の決定 
    補助金を交付することを決定した時は、決定通知書（＝様式第３号）でお知らせし   

ます。 
 
７ 報告書の提出（※報告書の提出については、随時お知らせします。） 

  （１）４月１日～４月３０日の間に交付申請をした施設は、 
経過報告書（＝様式第４号、４月～９月の間に支出した費用の報告）及び   

添付書類（領収書等）を１０月１０日までに、 
実績報告書（=様式第５号、４月～９月の間に支出した費用と１０月～３月      

の間に支出した費用の合計金額の報告）及び添付書類（領収書等）を翌年      

の３月３１日までに提出して下さい。 

 
   （２）５月１日～９月３０日の間に交付申請をした施設は、 

実績報告書（=様式第５号、１０月～３月の間に支出した費用の報告）及び      

添付書類（領収書等）を翌年の３月３１日までに提出して下さい。 
 
８ 補助金の交付 ※交付申請者名義の銀行口座へ振り込みます。 
  （１）４月１日～４月３０日の間に交付申請をした施設へは、 

経過報告書に基づく補助金交付と、実績報告書に基づく確定通知後の補助金     

交付の２回に分けての交付となります。 
   

（２）５月１日～９月３０日の間に交付申請をした施設へは、 
実績報告書に基づく確定通知後の補助金交付の１回の交付となります。 

 
   

    
 

 

（問合わせ先）  

幼児教育・保育事務センター   
TEL 092-707-3320 

 

（提出先） 
 〒８１０－８６２０ 
 福岡市中央区天神１-８-１ 
福岡市こども未来局子育て支援部保育支援課  

TEL：711-4596 FAX：733-5718 
 メールアドレス：hoikushien.CB@city.fukuoka.lg.jp
  

 


